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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　超音波振動を発生する超音波振動子と、
　先端部および基端部を有し、前記基端部が前記超音波振動子に連結され、前記超音波振
動子から出力される超音波が伝達されるプローブ部と、
　先端部および基端部を有する円筒体によって形成され、前記プローブ部が挿脱可能に挿
入されるシース部、前記シース部は、前記先端部に前記プローブ部に対峙して回動自在に
支持されるジョーを有する，と、
　前記シース部の前記基端部に着脱可能に連結され、前記ジョーを前記プローブ部に対し
て開閉操作するハンドル部、前記ハンドル部は前記超音波振動子が着脱自在に接続される
振動子接続部を有する，と、
　前記シース部と前記ハンドル部との連結体に設けられ、高周波電流が伝達される高周波
電気経路と、
　を具備し、
　前記高周波電気経路は、
　前記シース部側に配置されたシース部側電気経路と、
　前記ハンドル部側に配置されたハンドル部側電気経路と、
　前記シース部と前記ハンドル部との接続動作にともない前記シース部側電気経路と前記
ハンドル部側電気経路との接続動作を行う電気接続部と、
　を有し、
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　前記電気接続部は、
　前記シース部の前記基端部に配置され、前記シース部の外周に形成されるとともに、前
記シース部側電気経路に接続された外周フランジ部と、
　前記ハンドル部の内部に配置され、前記外周フランジ部に対して係脱可能に係合する係
合部と、
　を有し、
　前記係合部は、前記シース部と前記ハンドル部との連結時に、前記外周フランジ部が挿
入される挿入穴構成部と、
　前記挿入穴構成部内に配置され、前記外周フランジ部に対して非圧接状態で保持される
非圧接位置と、前記外周フランジ部に対して圧接される圧接位置とに切替えられ、前記圧
接位置で前記シース部側電気経路と前記ハンドル部側電気経路との間を導通させる付勢部
と、
を具備することを特徴とする超音波処置装置。
【請求項２】
　前記外周フランジ部は、非円形の異形状に形成された外周部を有し、
　前記付勢部は、前記ハンドル部の内部に配置され、前記挿入穴構成部内に前記外周フラ
ンジ部が前記シース部の軸方向に沿って挿入される挿入動作位置では前記外周フランジ部
に対して前記非圧接位置で保持され、前記外周フランジ部が前記挿入動作位置から前記シ
ース部の中心軸の軸回り方向に回転する動作にともない前記圧接位置に切替えられること
を特徴とする請求項１に記載の超音波処置装置。
【請求項３】
　前記付勢部は、リング状のゴム部を有し、
　前記シース部と前記ハンドル部との接続時には、前記ゴム部を前記外周フランジ部に圧
接させて前記シース部側電気経路と前記ハンドル部側電気経路との間を導通させる方向に
付勢することを特徴とする請求項２に記載の超音波処置装置。
【請求項４】
　前記ゴム部は、導電性ゴムによって形成されていることを特徴とする請求項３に記載の
超音波処置装置。
【請求項５】
　前記付勢部は、板ばね状の付勢部材を有し、
　前記シース部と前記ハンドル部との接続時には、前記付勢部材を前記外周フランジ部に
圧接させて前記シース部側電気経路と前記ハンドル部側電気経路との間を導通させる方向
に付勢することを特徴とする請求項１に記載の超音波処置装置。
【請求項６】
　超音波振動を発生する超音波振動子と、
　先端部および基端部を有し、前記基端部が前記超音波振動子に連結され、前記超音波振
動子から出力される超音波が伝達されるプローブ部と、
　前記超音波振動子と前記プローブ部との連結体に設けられ、高周波電流が伝達される第
１の高周波電気経路と、
　先端部および基端部を有する円筒体によって形成され、前記プローブ部が挿脱可能に挿
入されるシース部、前記シース部は、前記先端部に前記プローブ部に対峙して回動自在に
支持されるジョーを有する，と、
　前記シース部の前記基端部に着脱可能に連結され、前記ジョーを前記プローブ部に対し
て開閉操作するハンドル部、前記ハンドル部は前記超音波振動子が着脱自在に接続される
振動子接続部を有する，と、
　前記シース部と前記ハンドル部との連結体に設けられ、高周波電流が伝達される第２の
高周波電気経路と、
　を具備し、
　前記第２の高周波電気経路は、
　前記シース部側に配置されたシース部側電気経路と、
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　前記ハンドル部側に配置されたハンドル部側電気経路と、
　前記シース部と前記ハンドル部との接続動作にともない前記シース部側電気経路と前記
ハンドル部側電気経路との接続動作を行う電気接続部と、
　を有し、
　前記電気接続部は、
　前記シース部の前記基端部に配置され、前記シース部の外周に形成されるとともに、前
記シース部側電気経路に接続された外周フランジ部と、
　前記ハンドル部の内部に配置され、前記外周フランジ部に対して係脱可能に係合する係
合部と、
　を有し、
　前記係合部は、前記シース部と前記ハンドル部との連結時に、前記外周フランジ部が挿
入される挿入穴構成部と、
　前記挿入穴構成部内に配置され、前記ハンドル部と前記シース部との間が前記シース部
の中心軸の軸回り方向に相対的に回転する動作にともない前記外周フランジ部に対して非
圧接状態で保持される非圧接位置と、前記外周フランジ部に対して圧接される圧接位置と
に切替えられ、前記圧接位置で前記シース部側電気経路と前記ハンドル部側電気経路との
間を導通させる付勢部と、
を具備することを特徴とする超音波処置装置。
【請求項７】
　前記ハンドル部は、前記シース部を前記シース部の中心線を中心に軸回り方向に回転駆
動する回転操作部を有し、
　前記振動子接続部は、前記プローブ部と前記ハンドル部との接続時に前記プローブ部と
前記第２の高周波電気経路との間を絶縁する絶縁材料によって形成された管状部材を有す
ることを特徴とする請求項６に記載の超音波処置装置。
【請求項８】
　前記管状部材は、前記プローブ部と前記ハンドル部との接続時に前記プローブの回転位
置を規制する位置規制機構を有することを特徴とする請求項７に記載の超音波処置装置。
【請求項９】
　前記位置規制機構は、前記管状部材の内周面に内方向に突設された突出部と、
　前記プローブ部の外周面に形成され、前記管状部材の突出部と係合する係合凹部とを有
することを特徴とする請求項８に記載の超音波処置装置。
【請求項１０】
　前記プローブ部は、先端部に前記プローブ部の中心線方向から外れた方向に湾曲された
先端湾曲部を有し、
　前記ジョーは、前記プローブ部の前記先端湾曲部と対応する形状に湾曲された先端湾曲
部を有することを特徴とする請求項６に記載の超音波処置装置。
【請求項１１】
　前記ハンドル部は、前記シース部を前記シース部の中心線を中心に軸回り方向に回転駆
動する回転操作部を有し、
　前記シース部は、前記プローブ部と前記ハンドル部との接続時に前記プローブ部と前記
第２の高周波電気経路との間を絶縁する絶縁材料によって形成された管状部材を有するこ
とを特徴とする請求項６に記載の超音波処置装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、超音波を利用して生体組織の切開、切除、或いは凝固等の処置を行うととも
に、高周波による処置を行うこともできる超音波処置装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　一般に、超音波を利用して生体組織の切開、切除、或いは凝固等の処置を行うとともに
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、高周波による処置を行うこともできる超音波処置装置の一例として、例えば、特許文献
１に記載された超音波処置装置が開示されている。
【０００３】
　この装置は、細長い挿入部の基端部に手元側の操作部が連結されている。この操作部に
は超音波振動を発生する超音波振動子が配設されている。挿入部の先端部には、生体組織
を処理するための処置部が配設されている。
【０００４】
　挿入部は、細長い円管状のシースを有する。シースの内部には振動伝達部材が挿通され
ている。振動伝達部材の基端部は超音波振動子にねじ込み式の結合部を介して着脱可能に
接続されている。そして、超音波振動子が発生した超音波振動を振動伝達部材の先端側の
超音波プローブに伝達するようになっている。
【０００５】
　処置部には超音波プローブに対峙してジョーが配設されている。ジョーの基端部は、支
軸を介してシースの先端部に回動自在に支持されている。シースの内部には、ジョーを駆
動する操作ロッドが軸方向に進退可能に挿通されている。操作部には操作ハンドルが配設
されている。そして、操作ハンドルの操作にともない操作ロッドが軸方向に進退駆動され
、この操作ロッドの動作に連動してジョーを超音波プローブに対して開閉操作するように
なっている。
【０００６】
　このとき、ジョーの閉操作にともない超音波プローブとジョーの間で生体組織を把持す
るようになっている。この状態で、超音波振動子からの超音波振動を振動伝達部材を介し
て処置部側の超音波プローブに伝達することにより、超音波を利用して生体組織の切開、
切除、あるいは凝固等の処置を行うようになっている。
【０００７】
　また、上記特許文献１の装置では、シースの基端部が操作部の操作ハンドルに着脱可能
に連結されている。さらに、操作部には、高周波接続ピンが取り付けられている。この高
周波接続ピンには高周波焼灼電源装置より高周波電流を供給するための電気コードが接続
されている。高周波接続ピンの内端部は、操作部およびシース内の電気導電経路を介して
処置部の超音波プローブ、またはジョーに電気的に接続されている。そして、必要に応じ
て処置部の超音波プローブ、またはジョーに高周波電流が供給され、生体組織の凝固等の
高周波処置を行うようになっている。
【０００８】
　上記特許文献１の装置では、高周波処置を行う際に、患者の体外に対極板が配置される
モノポーラと呼ばれるタイプが使用されている。そして、高周波処置時には高周波電流を
処置具から生体組織を通して体極板に流して処置を行うようになっている。
【０００９】
　また、高周波による処置を行うこともできる超音波処置装置の他の例として、バイポー
ラと呼ばれるタイプの高周波処置具が組み込まれた構成の装置も開発されている。このタ
イプの処置具は、挿入部の先端の処置部に電気的に絶縁されている一対の電極が設けられ
ている。そして、これら一対の電極を同時に生体組織に接触させた状態で、２つの電極間
に高周波電流を流すことにより、生体組織に高周波加熱を行う構成になっている。
【特許文献１】特開２００３－２６５４９６号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１０】
　特許文献１のようにシースとハンドルが着脱自在な超音波処置装置に、バイポーラと呼
ばれるタイプの高周波処置具を組み込む場合には、シースとハンドルとの着脱部で、高周
波電流の電気導電経路の導通が不安定になってしまう。
【００１１】
　また、バイポーラタイプの高周波処置具を組み込んだ超音波処置装置の構造では超音波
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用ケーブルとバイポーラ用のケーブルとは別体であった。そのため、超音波処置装置のハ
ンドピースには超音波用ケーブルの他にバイポーラ用のケーブルが別に接続されるので、
ハンドピースに接続されるケーブルの数が増え、ハンドピースの操作が行いにくくなる可
能性がある。
【００１２】
　本発明は上記事情に着目してなされたもので、その目的は、シースとハンドルとの着脱
部で、高周波電流の電気導電経路の導通が不安定になることを防止できるとともに、ハン
ドピースに接続されるケーブルの数を減少し、ハンドピースを操作しやすくすることがで
きる超音波処置装置を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　本発明の一態様における超音波処置装置は、超音波振動を発生する超音波振動子と、先
端部および基端部を有し、前記基端部が前記超音波振動子に連結され、前記超音波振動子
から出力される超音波が伝達されるプローブ部と、先端部および基端部を有する円筒体に
よって形成され、前記プローブ部が挿脱可能に挿入されるシース部、前記シース部は、前
記先端部に前記プローブ部に対峙して回動自在に支持されるジョーを有する，と、前記シ
ース部の前記基端部に着脱可能に連結され、前記ジョーを前記プローブ部に対して開閉操
作するハンドル部、前記ハンドル部は前記超音波振動子が着脱自在に接続される振動子接
続部を有する，と、前記シース部と前記ハンドル部との連結体に設けられ、高周波電流が
伝達される高周波電気経路と、を具備し、前記高周波電気経路は、前記シース部側に配置
されたシース部側電気経路と、前記ハンドル部側に配置されたハンドル部側電気経路と、
前記シース部と前記ハンドル部との接続動作にともない前記シース部側電気経路と前記ハ
ンドル部側電気経路との接続動作を行う電気接続部と、を有し、前記電気接続部は、前記
シース部の前記基端部に配置され、前記シース部の外周に形成されるとともに、前記シー
ス部側電気経路に接続された外周フランジ部と、前記ハンドル部の内部に配置され、前記
外周フランジ部に対して係脱可能に係合する係合部と、を有し、前記係合部は、前記シー
ス部と前記ハンドル部との連結時に、前記外周フランジ部が挿入される挿入穴構成部と、
前記挿入穴構成部内に配置され、前記外周フランジ部に対して非圧接状態で保持される非
圧接位置と、前記外周フランジ部に対して圧接される圧接位置とに切替えられ、前記圧接
位置で前記シース部側電気経路と前記ハンドル部側電気経路との間を導通させる付勢部と
、を具備する。
【００１４】
　好ましくは、前記外周フランジ部は、非円形の異形状に形成された外周部を有し、前記
付勢部は、前記ハンドル部の内部に配置され、前記挿入穴部内に前記外周フランジ部が前
記シース部の軸方向に沿って挿入される挿入動作位置では前記外周フランジ部に対して前
記非圧接位置で保持され、前記外周フランジ部が前記挿入動作位置から前記シース部の中
心軸の軸回り方向に回転する動作にともない前記圧接位置に切替えられる。
【００１５】
　好ましくは、前記付勢部は、リング状のゴム部を有し、前記シース部と前記ハンドル部
との接続時には、前記ゴム部を前記外周フランジ部に圧接させて前記シース部側電気経路
と前記ハンドル部側電気経路との間を導通させる方向に付勢する。
【００１６】
　好ましくは、前記ゴム部は、導電性ゴムによって形成されている。
【００１７】
　好ましくは、前記付勢部は、板ばね状の付勢部材を有し、前記シース部と前記ハンドル
部との接続時には、前記付勢部材を前記外周フランジ部に圧接させて前記シース部側電気
経路と前記ハンドル部側電気経路との間を導通させる方向に付勢する。
【００１８】
　本発明の他の一態様における超音波処置装置は、超音波振動を発生する超音波振動子と
、先端部および基端部を有し、前記基端部が前記超音波振動子に連結され、前記超音波振
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動子から出力される超音波が伝達されるプローブ部と、前記超音波振動子と前記プローブ
部との連結体に設けられ、高周波電流が伝達される第１の高周波電気経路と、先端部およ
び基端部を有する円筒体によって形成され、前記プローブ部が挿脱可能に挿入されるシー
ス部、前記シース部は、前記先端部に前記プローブ部に対峙して回動自在に支持されるジ
ョーを有する，と、前記シース部の前記基端部に着脱可能に連結され、前記ジョーを前記
プローブ部に対して開閉操作するハンドル部、前記ハンドル部は前記超音波振動子が着脱
自在に接続される振動子接続部を有する，と、前記シース部と前記ハンドル部との連結体
に設けられ、高周波電流が伝達される第２の高周波電気経路と、を具備し、前記第２の高
周波電気経路は、前記シース部側に配置されたシース部側電気経路と、前記ハンドル部側
に配置されたハンドル部側電気経路と、前記シース部と前記ハンドル部との接続動作にと
もない前記シース部側電気経路と前記ハンドル部側電気経路との接続動作を行う電気接続
部と、を有し、前記電気接続部は、前記シース部の前記基端部に配置され、前記シース部
の外周に形成されるとともに、前記シース部側電気経路に接続された外周フランジ部と、
前記ハンドル部の内部に配置され、前記外周フランジ部に対して係脱可能に係合する係合
部と、を有し、前記係合部は、前記シース部と前記ハンドル部との連結時に、前記外周フ
ランジ部が挿入される挿入穴構成部と、前記挿入穴構成部内に配置され、前記ハンドル部
と前記シース部との間が前記シース部の中心軸の軸回り方向に相対的に回転する動作にと
もない前記外周フランジ部に対して非圧接状態で保持される非圧接位置と、前記外周フラ
ンジ部に対して圧接される圧接位置とに切替えられ、前記圧接位置で前記シース部側電気
経路と前記ハンドル部側電気経路との間を導通させる付勢部と、を具備する。
【００１９】
　好ましくは、前記ハンドル部は、前記シース部を前記シース部の中心線を中心に軸回り
方向に回転駆動する回転操作部を有し、前記振動子接続部は、前記プローブ部と前記ハン
ドル部との接続時に前記プローブ部と前記第２の高周波電気経路との間を絶縁する絶縁材
料によって形成された管状部材を有する。
【００２０】
　好ましくは、前記管状部材は、前記プローブ部と前記ハンドル部との接続時に前記プロ
ーブの回転位置を規制する位置規制機構を有する。
【００２１】
　好ましくは、前記位置規制機構は、前記管状部材の内周面に内方向に突設された突出部
と、前記プローブ部の外周面に形成され、前記管状部材の突出部と係合する係合凹部とを
有する。
【００２２】
　好ましくは、前記プローブ部は、先端部に前記プローブ部の中心線方向から外れた方向
に湾曲された先端湾曲部を有し、前記ジョーは、前記プローブ部の前記先端湾曲部と対応
する形状に湾曲された先端湾曲部を有する。
【００２３】
　好ましくは、前記ハンドル部は、前記シース部を前記シース部の中心線を中心に軸回り
方向に回転駆動する回転操作部を有し、前記シース部は、前記プローブ部と前記ハンドル
部との接続時に前記プローブ部と前記第２の高周波電気経路との間を絶縁する絶縁材料に
よって形成された管状部材を有する。
【発明の効果】
【００２４】
　本発明によれば、シースとハンドルとの着脱部で、高周波電流の電気導電経路の導通が
不安定になることを防止できるとともに、ハンドピースに接続されるケーブルの数を減少
し、ハンドピースを操作しやすくすることができる超音波処置装置を提供することができ
る。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２５】
　以下、本発明の第１の実施の形態を図１乃至図４１を参照して説明する。図１は、本実
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施の形態の超音波処置装置のハンドピース１全体の概略構成を示す。本実施の形態の超音
波処置装置は、超音波を利用して生体組織の切開、切除、或いは凝固等の処置を行うとと
もに、高周波による処置を行うこともできる超音波凝固切開処置装置である。
【００２６】
　ハンドピース１は、図２に示すように振動子ユニット２と、プローブユニット（プロー
ブ部）３と、ハンドルユニット（ハンドル部）４と、シースユニット（シース部）５の４
つのユニットを有する。これら４つのユニットは、それぞれに取外し可能に連結されてい
る。
【００２７】
　振動子ユニット２の内部には電流を超音波振動に変換する圧電素子によって超音波振動
を発生させるための後述する振動子６（図４１参照）が組み込まれている。圧電素子の外
側は円筒状の振動子カバー７により覆われている。さらに、振動子ユニット２の後端には
超音波振動を発生させるための電流を電源装置本体８より供給するためのケーブル９が延
びている。
【００２８】
　振動子カバー７内の超音波振動子６の前端部には超音波振動の振幅拡大を行なうホーン
１０の基端部が連結されている。このホーン１０の先端部にはプローブ取付け用のねじ穴
部１０ａが形成されている。
【００２９】
　図３６はプローブユニット３全体の外観を示す。このプローブユニット３は全体の長さ
が超音波振動の半波長の整数倍になるように設計されている。プローブユニット３は、金
属製の棒状の振動伝達部材１１を有する。振動伝達部材１１の基端部にはホーン１０のね
じ穴部１０ａと螺合するためのねじ部１２が設けられている。そして、このねじ部１２が
振動子ユニット２におけるホーン１０のねじ穴部１０ａに螺着されている。これにより、
プローブユニット３と、振動子ユニット２との間が組み付けられている。このとき、超音
波振動子６とプローブユニット３との連結体には高周波電流が伝達される第１の高周波電
気経路１３が形成されている。
【００３０】
　振動伝達部材１１の先端部にはプローブ先端３ａが設けられている。プローブ先端３ａ
は、ほぼＪ字状の湾曲形状に形成されている。プローブユニット３はプローブ先端３ａで
処置に必要な振幅が得られるように、軸方向の途中の振動の節部数箇所で軸方向の断面積
を減少させている。プローブユニット３の軸方向の途中にある振動の節位置の数箇所には
弾性部材でリング状に形成されているゴムリングが取り付けられている。そして、これら
のゴムリングによってプローブユニット３とシースユニット５との干渉を防止するように
なっている。
【００３１】
　プローブユニット３の軸方向における最も基端部側の振動の節位置にはフランジ部１４
が設けられている。図３７に示すようにこのフランジ部１４の外周面には、周方向の３箇
所にキー溝状の係合凹部１５が形成されている。
【００３２】
　シースユニット５は、円筒体によって形成されたシース本体１６と、シース本体１６の
先端に配設されたジョー１７とを有する。シース本体１６は、図７に示すように断面形状
が円形の金属製の外筒１８と、断面形状が非円形、例えばＤ形状の金属製の内筒１９とを
有する。外筒１８と、内筒１９との間には、ジョー１７の駆動軸２１を通すためのチャン
ネル２２が形成されている。
【００３３】
　図４Ａに示すように外筒１８の外周面は、絶縁チューブ２３で被覆されている。図４Ｂ
に示すように内筒１９の内周面は、絶縁材料によって絶縁コーティング２４が形成されて
いる。なお、内筒１９の内周面に絶縁チューブを設けても良い。そして、内筒１９の絶縁
コーティング２４によってプローブユニット３との間が電気的に絶縁されている。
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【００３４】
　外筒１８の先端部には略円筒状の先端カバー２５の基端部が固定されている。先端カバ
ー２５の基端部内周面側にはプローブユニット３を先端カバー２５と接触しないように押
えるパイプ状の押さえ部材２６が取り付けられている。押さえ部材２６の内側にはプロー
ブユニット３を通すための円形断面のチャンネル２０が形成されている。
【００３５】
　先端カバー２５の先端部には図３Ａに示すように外筒１８の前方に向けて左右一対のジ
ョー支持部２５ａが延設されている。これらのジョー支持部２５ａには図６に示すように
２つの支点ピン２７を介してジョー１７の金属製のジョー本体２８が回動可能に取り付け
られている。このジョー１７は図３Ａに示すようにプローブユニット３のプローブ先端３
ａと対応するほぼＪ字状の湾曲形状に形成されている。そして、ジョー１７は、プローブ
ユニット３のプローブ先端３ａに対峙して２つの支点ピン２７を中心に回動自在に支持さ
れている（図６参照）。ジョー１７は、プローブユニット３のプローブ先端３ａから離れ
る方向に回動される開位置と、プローブユニット３のプローブ先端３ａ側に接近する方向
に回動される閉位置とに回動操作される。ジョー１７が閉位置とに回動操作されることに
より、ジョー１７とプローブユニット３のプローブ先端３ａとの間で生体組織を把持する
ようになっている。
【００３６】
　ジョー本体２８は、ＰＴＦＥ等の樹脂からなる把持部材２９と、この把持部材２９を保
持する金属製の把持部取付部材３０とを有する。把持部取付部材３０には、把持部材２９
がピン３１により一定の角度回動可能に取り付けられている（図５参照）。さらに、ジョ
ー本体２８の後端には図４Ａに示すようにピン２８ａを介して駆動軸２１の先端部が連結
されている。この駆動軸２１は先端カバー２５内を通り、続いて図７に示すようにシース
本体１６の外筒１８と内筒１９との間を通り、シース本体１６の基端部側まで延出されて
いる。
【００３７】
　図８は、シース本体１６の基端部を示す。シース本体１６の基端部には、ハンドルユニ
ット４と着脱するための着脱機構部３１が設けられている。着脱機構部３１は、樹脂材料
で形成された円筒状の大径なつまみ部材３２と、金属製の円筒体によって形成されたガイ
ド筒体３３と、樹脂材料で形成された円筒状の接続管体３４とを有する。
【００３８】
　つまみ部材３２は、前端部に配置されたリング状の第１の固定部３２ａ、後端部に配置
された円筒状の第２の固定部３２ｂを有する。第１の固定部３２ａの内周面は、シース本
体１６の基端部外周面に固定されている。つまみ部材３２の第２の固定部３２ｂは、前端
側に配置されたガイド筒体３３の固定部３５と、後端部側に配置されたハンドルユニット
４との着脱部３６とを有する。
【００３９】
　ガイド筒体３３は、前端部に配置された大径な前端フランジ部３３ａと、後端部側に配
置された外周フランジ部３３ｂとを有する。図９Ａに示すようにガイド筒体３３の前端フ
ランジ部３３ａは、つまみ部材３２の内部に挿入された状態で、樹脂製の２つの固定ねじ
３７でつまみ部材３２に固定されている。
【００４０】
　ガイド筒体３３の内側には金属製のつなぎ管３８が配設されている。このつなぎ管３８
の前端部内周面は、シース本体１６の外筒１８にレーザ溶接されて固定されている。さら
に、つなぎ管３８と、ガイド筒体３３との間は、金属製の固定ねじ３９によって固定され
ている。これにより、ガイド筒体３３と、固定ねじ３９と、つなぎ管３８と、外筒１８と
、先端カバー２５と、支点ピン２７と、ジョー本体２８との間が電気的に導通され、高周
波電流が伝達されるシースユニット側電気経路４０が形成されている。
【００４１】
　つまみ部材３２の着脱部３６は、図９Ｂに示すように周方向に沿って延設された傾斜面
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状のガイド溝４１と、このガイド溝４１の一端部に形成された係合凹部４２とを有する。
ガイド溝４１は、つまみ部材３２の後端部側に向かうにしたがって外径が小さくなるテー
パー状の傾斜面を有する。係合凹部４２は、ガイド溝４１の傾斜面よりも小径な凹陥部に
よって形成されている。係合凹部４２には、ハンドルユニット４側の後述する係合レバー
４３が係脱可能に係合されるようになっている。図３３、３４は係合凹部４２に係合レバ
ー４３が係合された状態、図３１、３２は係合凹部４２から係合レバー４３が引き抜かれ
た係合解除状態をそれぞれ示す。
【００４２】
　接続管体３４は、ガイド筒体３３内にシース本体１６の軸線方向にスライド自在に挿通
されている。この接続管体３４の先端部には、駆動軸２１の基端部がピン２１Ａを介して
固定されている（図１０参照）。接続管体３４の基端部には、図１２、１３に示す２つの
ガイド溝４４を有する。ガイド溝４４には、ハンドルユニット４側の後述する係合ピン４
５が係脱可能に係合されるようになっている。ガイド溝４４の終端部には係合ピン４５が
シース本体１６の軸線方向に移動することを規制する係合溝４４ａが形成されている。
【００４３】
　外周フランジ部３３ｂは、非円形状の係合部４６を有する。係合部４６には、外周フラ
ンジ部３３ｂの円形状の外周面の複数箇所、本実施の形態では３箇所を切欠させた３つの
平面部４６ａが形成されている。３つの平面部４６ａ間の各接合部には、平面部４６ａよ
りも大径な角部４６ｂがそれぞれ形成されている。これにより、外周フランジ部３３ｂに
は、略三角形状に近い断面形状の係合部４６が形成されている。なお、この非円形状の係
合部４６は必ずしも略三角形状である必要は無く、四角形、五角形などの多角形など非円
形であれば種々の形状が考えられる。
【００４４】
　ハンドルユニット４は、主に固定ハンドル４７と、保持筒４８と、可動ハンドル４９と
、回動操作ノブ５０と、高周波電流が伝達されるハンドルユニット側電気経路９５とを有
する。固定ハンドル４７は、上部に保持筒４８が配設されている。固定ハンドル４７と保
持筒４８との間にはスイッチ保持部５１を有する。スイッチ保持部５１は、図３５に示す
ように保持筒４８の下端部に固定されたスイッチ取付け部５２と、固定ハンドル４７の上
端部に固定されたカバー部材５３とを有する。スイッチ取付け部５２は、押しボタンスイ
ッチである複数、本実施の形態では２つのハンドスイッチボタン（例えば切開用スイッチ
ボタン５４と凝固用スイッチボタン５５）を有する。スイッチ取付け部５２には、切開用
スイッチボタン５４によって操作される切開用スイッチ５４ａと、凝固用スイッチボタン
５５によって操作される凝固用スイッチ５５ａと、配線回路基板９２とが組み込まれてい
る。配線回路基板９２には、一端が切開用スイッチ５４ａに接続された切開用配線９３ａ
と、一端が凝固用スイッチ５５ａに接続された凝固用配線９３ｂと、一端がグランド用の
コモン端子に接続されたグランド用の配線９３ｃとが接続されている。これら３本の配線
９３ａ～９３ｃは丸められた状態でスイッチ保持部５１内に組み込まれている。
【００４５】
　可動ハンドル４９は、上部にほぼＵ字状のアーム部５６を有する。Ｕ字状のアーム部５
６は、図２０に示すように２つのアーム５６ａ，５６ｂを有する。可動ハンドル４９は、
２つのアーム５６ａ，５６ｂ間に保持筒４８が挿入される状態で、保持筒４８に組み付け
られている。
【００４６】
　アーム５６ａ，５６ｂはそれぞれ支点ピン５７と、作用ピン５８とを有する。保持筒４
８の両側部には、ピン受け穴部５９と窓部６０とがそれぞれ形成されている。各アーム５
６ａ，５６ｂの支点ピン５７は保持筒４８のピン受け穴部５９内に挿入されている。これ
により、可動ハンドル４９の上端部は、支点ピン５７を介して保持筒４８に回動可能に軸
支されている。
【００４７】
　固定ハンドル４７と可動ハンドル４９の各下端部にはそれぞれ指掛け部６１、６２が設
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けられている。そして、ここに指をかけて握ることで支点ピン５７を介して可動ハンドル
４９が回動し、固定ハンドル４７に対して可動ハンドル４９が開閉操作されるようになっ
ている。
【００４８】
　可動ハンドル４９の各作用ピン５８は保持筒４８の窓部６０を通って保持筒４８の内部
に延出されている。保持筒４８の内部には可動ハンドル４９の操作力をジョー１７の駆動
軸２１に伝達する操作力伝達機構６３が設けられている。
【００４９】
　図１６に示すように操作力伝達機構６３は、主に金属製で円筒状のばね受け部材６４と
、樹脂製のスライダ部材６５とを有する。ばね受け部材６４は、保持筒４８の中心線と同
軸に配置され、プローブユニット３の挿入方向と同方向に延設されている。
【００５０】
　ばね受け部材６４の基端部は、保持筒４８の基端部に固定された後述する円筒状の接点
ユニット６６に軸回り方向に回動可能に、かつプローブユニット３の挿入方向と同方向に
進退可能に連結されている。ばね受け部材６４の先端部には前述したハンドルユニット４
側の一対の係合ピン４５が内方向に向けて突設されている。ハンドルユニット４とシース
ユニット５との連結時には、ハンドルユニット４側の一対の係合ピン４５がシースユニッ
ト５のガイド溝４４の終端部の係合溝４４ａに係脱可能に係合される。
【００５１】
　ばね受け部材６４の外周面には、コイルばね６７と、前記スライダ部材６５と、ストッ
パ６８と、バネ受け６９とが配設されている。バネ受け６９には、コイルばね６７の前端
部が固定されている。ストッパ６８は、スライダ部材６５の後端側の移動位置を規制する
。コイルばね６７は、バネ受け６９とスライダ部材６５との間に一定の装備力量で装着さ
れている。
【００５２】
　スライダ部材６５の外周面には周方向に沿ってリング状の係合溝６５ａが形成されてい
る。この係合溝６５ａには図２０に示すように可動ハンドル４９の作用ピン５８が挿入さ
れた状態で係合されている。そして、可動ハンドル４９を握り、固定ハンドル４７に対し
て可動ハンドル４９が閉操作されるとこのときの可動ハンドル４９の回動動作にともない
作用ピン５８が支点ピン５７を中心に回動する。この支点ピン５７の回動動作に連動して
いるスライダ部材６５が軸方向に沿って前進方向に移動する。このとき、スライダ部材６
５にコイルばね６７を介して連結されているばね受け部材６４もスライダ部材６５と一緒
に進退動作する。これにより、一対の係合ピン４５を介して接続管体３４に可動ハンドル
４９の操作力が伝達され、ジョー１７の駆動軸２１が前進方向に移動する。そのため、ジ
ョー１７のジョー本体２０が支点ピン２１を介して回動するようになっている。
【００５３】
　さらに、この操作によりジョー１７の把持部材２９とプローブユニット３のプローブ先
端３ａとの間で生体組織を挟む際に、プローブ先端３ａの撓みに追従してピン３１を支点
として把持部材２９が一定の角度回動して把持部材２９の全長に渡り均一に力が掛かるよ
うになっている。この状態で、超音波を出力することにより、血管等の生体組織の凝固、
切開が可能となる。
【００５４】
　保持筒４８の前端部には、リング状の軸受部７０が形成されている。この軸受部７０に
は、金属製で、円筒状の回転伝達部材７１が軸回り方向に回動可能に連結されている。回
転伝達部材７１は、軸受部７０の前方に突出される突出部７２と、軸受部７０から保持筒
４８の内部側に延設される大径部７３とが形成されている。
【００５５】
　突出部７２には、回動操作ノブ５０が外嵌される状態で固定されている。この回動操作
ノブ５０の前端部には、前記係合レバー４３が配設されている。係合レバー４３の中間部
は、ピン７４を介して突出部７２に回動可能に連結されている。係合レバー４３の基端部
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は、回動操作ノブ５０の前面に形成されたレバー収納凹部７５の内部側に延出されている
。
【００５６】
　回動操作ノブ５０の前端部外周面には、係合レバー４３を係合解除方向に操作する操作
ボタン７６が配設されている。この操作ボタン７６には、下向きの作動ピン７７が突設さ
れている。作動ピン７７は、回動操作ノブ５０の壁穴を介してレバー収納凹部７５の内部
側に延出されている。作動ピン７７の下端部には、係合レバー４３の基端部がピン７８を
介して回動可能に連結されている。
【００５７】
　突出部７２の先端部には、回動操作ノブ５０の抜け止めリング８０が配設されている。
突出部７２の先端部には、雄ねじ部７９が形成されている。抜け止めリング８０の内周面
には、雄ねじ部７９と螺着される雌ねじ部８０ａが形成されている。そして、抜け止めリ
ング８０の雌ねじ部８０ａが突出部７２の雄ねじ部７９にねじ結合されることにより、回
動操作ノブ５０が回転伝達部材７１に固定されている。
【００５８】
　図１９に示すようにばね受け部材６４のバネ受け６９には金属製の４つの位置決めピン
８１が径方向外向きに突設されている。回転伝達部材７１の大径部７３には、ばね受け部
材６４の１つのピン８１が挿入される長穴状の係合穴部８２が形成されている。係合穴部
８２は、プローブユニット３の挿入方向と同方向に延設されている。これにより、可動ハ
ンドル４９の操作時にはピン８１を係合穴部８２に沿って移動させることにより、ばね受
け部材６４の進退動作が回転伝達部材７１に伝達されることを防止する。
【００５９】
　これに対し、回動操作ノブ５０の回転操作時には、回動操作ノブ５０と一緒に回転する
回転伝達部材７１の回転動作がピン８１を介してばね受け部材６４側に伝達される。これ
により、回動操作ノブ５０の回転操作時には、回動操作ノブ５０と一緒に保持筒４８の内
部の回転伝達部材７１と、ピン８１と、ばね受け部材６４と、スライダ部材６５と、コイ
ルばね６７との組み付けユニットが一体的に軸回り方向に回転駆動されるようになってい
る。
【００６０】
　図２６～２８は、円筒状の接点ユニット６６を示す。接点ユニット６６は、樹脂製の円
筒状の電極保持部材８３を有する。電極保持部材８３は、図２８に示すように外径の大き
さが異なる３つ（第１～第３）の電極受け部８４，８５，８６を有する。先端部側の第１
電極受け部８４は、最も径が小さく、後端部側の第３電極受け部８６は、最も径が大きい
。
【００６１】
　図２３に示すように第１電極受け部８４は、１つの接点部材固定穴８４ａと、２つの貫
通穴８４ｂ，８４ｃとを有する。２つの貫通穴８４ｂ，８４ｃの中心線は、接点部材固定
穴８４ａの中心線に対して直交する位置に配置されている。
【００６２】
　同様に、図２４に示すように第２電極受け部８５は、１つの接点部材固定穴８５ａと、
２つの貫通穴８５ｂ，８５ｃとを有する。図２５に示すように第３電極受け部８６は、１
つの接点部材固定穴８６ａと、２つの貫通穴８６ｂ，８６ｃとを有する。
【００６３】
　第１電極受け部８４の接点部材固定穴８４ａ、第２電極受け部８５の接点部材固定穴８
５ａ、第３電極受け部８６の接点部材固定穴８６ａの位置は、それぞれ電極保持部材８３
の周方向にずらした位置に配置されている。
【００６４】
　図２９および図３０は、第１～第３電極受け部８４，８５，８６に組み付けられる電極
部材８７Ａ，８７Ｂ，８７Ｃを示す。これらの電極部材８７Ａ，８７Ｂ，８７Ｃは、いず
れも同じ形状に形成されている。ここでは、第１電極受け部８４に組み付けられる電極部



(12) JP 5148299 B2 2013.2.20

10

20

30

40

50

材８７Ａのみを説明し、他の第２、第３電極受け部８５，８６の電極部材８７Ｂ，８７Ｃ
の同一部分には同一の符号を付してその説明を省略する。
【００６５】
　電極部材８７Ａは、１つの直線状の固定部８７ａと、２つの屈曲部８７ｂ，８７ｃとを
有する。直線状の固定部８７ａの一端に一方の屈曲部８７ｂ、他端に他方の屈曲部８７ｃ
がそれぞれ配置される。これにより、図２９に示すように電極部材８７Ａは、ほぼＵ字状
に屈曲形成されている。
【００６６】
　固定部８７ａの中央位置には穴８８と、Ｌ字状の配線接続部８９とを有する。２つの屈
曲部８７ｂ，８７ｃには中央位置に内側に向けて湾曲させる形状のくびれ部９０がそれぞ
れ成形されている。
【００６７】
　第１電極受け部８４に電極部材８７Ａを組み付ける場合には電極部材８７Ａの固定部８
７ａの穴８８と、第１電極受け部８４の接点部材固定穴８５ａとに固定ピン９１が挿入さ
れる。この固定ピン９１によって第１電極受け部８４に電極部材８７Ａが固定される。こ
のとき、第１電極受け部８４の一方の貫通穴８５ｂには、電極部材８７Ａの一方の屈曲部
８７ｂのくびれ部９０、他方の貫通穴８５ｃには、電極部材８７Ａの他方の屈曲部８７ｃ
のくびれ部９０がそれぞれ挿入される状態で配置されている。第２電極受け部８５に電極
部材８７Ｂを組み付ける場合および第３電極受け部８６に電極部材８７Ｃを組み付ける場
合も同様である。
【００６８】
　図２２に示すように接点ユニット６６の電極保持部材８３の後端部には大径な固定フラ
ンジ部８３ａが形成されている。固定フランジ部８３ａの外周面には、複数、本実施の形
態では３箇所に係合凸部８３ｂが突設されている。保持筒４８の後端部内周面には固定フ
ランジ部８３ａの３つの係合凸部８３ｂと対応する位置に係合凹部４８ａがそれぞれ形成
されている。保持筒４８に電極保持部材８３を組み付ける場合には固定フランジ部８３ａ
の３つの係合凸部８３ｂが保持筒４８の係合凹部４８ａに挿入される状態で係合固定され
る。これにより、保持筒４８に対する電極保持部材８３の軸回り方向の回転が規制される
。
【００６９】
　保持筒４８には、電極保持部材８３の固定フランジ部８３ａと当接する段差部４８ｂが
形成されている。この段差部４８ｂに電極保持部材８３の固定フランジ部８３ａが突き当
てられた状態で固定ねじ４８ｃによって電極保持部材８３が保持筒４８にねじ固定されて
いる。これにより、保持筒４８に対する電極保持部材８３の軸方向の移動が規制される。
【００７０】
　接点ユニット６６に組み付けられた３つの電極部材８７Ａ，８７Ｂ，８７Ｃの配線接続
部８９には、スイッチ保持部５１に組み込まれた３本の配線９３ａ～９３ｃの各端部がそ
れぞれ接続されている。
【００７１】
　接点ユニット６６には、さらに図２１に示すように金属製の板ばねからなるほぼＣ字状
の電気接点部材９６が設けられている。電気接点部材９６は、ばね受け部材６４の基端部
の外周面に接続されている。
【００７２】
　前記ハンドルユニット側電気経路９５は、電気接点部材９６と、ばね受け部材６４と、
位置決めピン８１と、回転伝達部材７１とからなる。
【００７３】
　回転伝達部材７１の内周面には、軸方向に沿ってほぼ中央位置にシースユニット５の外
周フランジ部３３ｂに対して係脱可能に係合する係合手段９４が設けられている。図１７
Ａ，１７Ｂに示すようにこの係合手段９４は、シースユニット５とハンドルユニット４と
の連結時に、外周フランジ部３３ｂが挿入される挿入穴部９４ａと、挿入穴部９４ａ内に
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配置された導電ゴムリング（付勢手段）９４ｂとを有する。
【００７４】
　導電ゴムリング９４ｂの内周面形状は、外周フランジ部３３ｂの係合部４６とほぼ同形
状、すなわち円形状の内周面の複数箇所、本実施の形態では３箇所を切欠させた３つの平
面部９４ｂ１と、３つの平面部９４ｂ１間の各接合部に配置され、平面部９４ｂ１よりも
大径な３つの角部９４ｂ２とがそれぞれ形成されている。これにより、ほぼ三角形状に近
い断面形状に形成されている。そのため、図１７Ａに示すように導電ゴムリング９４ｂの
内周面形状と、外周フランジ部３３ｂの係合部４６とが対応している位置、すなわち外周
フランジ部３３ｂの３つの角部４６ｂと、導電ゴムリング９４ｂの３つの角部９４ｂ２と
がそれぞれ一致している状態では、導電ゴムリング９４ｂは自然状態の非圧縮位置で保持
される。これに対し、ハンドルユニット４とシースユニット５との間をシースユニット５
の中心軸の軸回り方向に相対的に回転させることにより、図１７Ｂに示すように導電ゴム
リング９４ｂは外周フランジ部３３ｂの３つの角部４６ｂに圧接される圧接位置に切替え
られる。このとき、外周フランジ部３３ｂの３つの角部４６ｂは、導電ゴムリング９４ｂ
の３つの平面部９４ｂ１と当接することにより、圧縮される。
【００７５】
　本実施の形態では、シースユニット５とハンドルユニット４との連結時に、シースユニ
ット５の外周フランジ部３３ｂが導電ゴムリング９４ｂの内部に真っ直ぐに挿通される挿
入動作時（図３１および図３２参照）には、図１７Ａに示すように導電ゴムリング９４ｂ
は自然状態の非圧縮位置で保持される。このとき、ハンドルユニット４側の係合レバー４
３は、シースユニット５のつまみ部材３２のガイド溝４１の傾斜面に乗り上げた状態で保
持される。その後、シースユニット５のつまみ部材３２をハンドルユニット４に対して軸
回り方向に回転させることにより、図３３および図３４に示すようにハンドルユニット４
側の係合レバー４３がガイド溝４１の一端部の係合凹部４２に挿入される状態で係合され
る。このとき、図１７Ｂに示すように導電ゴムリング９４ｂは外周フランジ部３３ｂの３
つの角部４６ｂに圧接される圧接位置に切替えられる。これにより、シースユニット側電
気経路４０（ガイド筒体３３と、固定ねじ３９と、つなぎ管３８と、外筒１８と、先端カ
バー２５と、支点ピン２７と、ジョー本体２８との間に形成される）とハンドルユニット
側電気経路９５（電気接点部材９６と、ばね受け部材６４と、位置決めピン８１と、回転
伝達部材７１との間に形成される）との間が導電ゴムリング９４ｂを介して導通されるよ
うになっている。このとき、シースユニット５とハンドルユニット４との連結体には、高
周波電流が伝達される第２の高周波電気経路９７が形成されている。
【００７６】
　ハンドルユニット４は、図２１に示すようにばね受け部材６４の内周面に絶縁材料によ
って形成された管状部材９８を有する。管状部材９８は、ばね受け部材６４の内周面に固
定されている。これにより、プローブユニット３とハンドルユニット４との接続時には第
１の高周波電気経路１３と第２の高周波電気経路９７との間が管状部材９８によって絶縁
される。
【００７７】
　管状部材９８の内周面には、プローブユニット３のフランジ部１４の３つの係合凹部１
５（図３７参照）と対応する３つの係合凸部９９が形成されている。プローブユニット３
とハンドルユニット４との接続時には、プローブユニット３のフランジ部１４の３つの係
合凹部１５に管状部材９８の３つの係合凸部９９が係脱可能に係合される。これにより、
プローブユニット３とハンドルユニット４の管状部材９８との回転方向の位置が規制され
る。そのため、回動操作ノブ５０の回転操作時には保持筒４８の内部の組み付けユニット
と一緒にプローブユニット３と振動子ユニット２との連結体が一体的に回転駆動されるよ
うになっている。
【００７８】
　なお、プローブユニット３のフランジ部１４と管状部材９８との間の係合部は、上記構
成に限定されるものではない。例えば、管状部材９８をＤ字状の断面形状に形成し、プロ



(14) JP 5148299 B2 2013.2.20

10

20

30

40

50

ーブユニット３のフランジ部１４をこれに対応するＤ字状の断面形状に形成してもよい。
【００７９】
　接点ユニット６６には、振動子ユニット２の前端部が着脱可能に連結される。振動子ユ
ニット２の後端の１本のケーブル９の内部には、図４０に示すように超音波振動子用の２
つの配線１０１、１０２と、高周波通電用の２つの配線１０３、１０４と、スイッチ保持
部５１内の配線回路基板９２に接続される３つの配線１０５，１０６，１０７が組み込ま
れている。超音波振動子用の２つの配線１０１、１０２の先端部は超音波振動子６に接続
されている。高周波通電用の一方の配線１０３の先端部は、超音波振動子６に接続されて
いる。
【００８０】
　振動子ユニット２の後端には、４つの電気接続用の第１～第４の導電板１１１～１１４
が配設されている。第１の導電板１１１には、高周波通電用の他方の配線１０４の先端部
が接続されている。第２～第４の導電板１１２～１１４には、３つの配線１０５，１０６
，１０７がそれぞれ接続されている。
【００８１】
　図４１は、振動子ユニット２の前端部の内部構成を示す。振動子カバー７の先端部には
、接続円筒部１２１が形成されている。この接続円筒部１２１の外周面にはリングの一部
が切欠された板ばね状のＣリング１２２が装着されている。接続円筒部１２１の内側には
外径寸法が異なる３段（第１～第３）の円筒部１２３～１２５が突設されている。第１の
円筒部１２３は、外径が最も小さく、接続円筒部１２１の先端からの突出長さが最も長い
。第２の円筒部１２４は、外径が第１の円筒部１２３よりも大きく、接続円筒部１２１の
先端からの突出長さが第１の円筒部１２３よりも短い。第３の円筒部１２５は、外径が最
も大きく、接続円筒部１２１の先端からの突出長さが第２の円筒部１２４よりも短い。
【００８２】
　第１の円筒部１２３の外周面には、円筒状の第１の接点部材１３１が装着されている。
同様に、第２の円筒部１２４の外周面には、円筒状の第２の接点部材１３２、第３の円筒
部１２５の外周面には、円筒状の第３の接点部材１３３がそれぞれ装着されている。第１
の接点部材１３１には、第２の導電板１１２、第２の接点部材１３２には、第３の導電板
１１３、第３の接点部材１３３には、第４の導電板１１４がそれぞれ接続されている。
【００８３】
　第１の円筒部１２３の内周面には、円筒状の第４の接点部材１３４が装着されている。
第４の接点部材１３４は、第１の導電板１１１に接続されている。
【００８４】
　ハンドルユニット４と振動子ユニット２との連結時には、ハンドルユニット４の接点ユ
ニット６６と、振動子ユニット２の前端部とが接続される。このとき、接点ユニット６６
の電極部材８７Ａと振動子ユニット２の第１の接点部材１３１との間が接続される。同時
に、接点ユニット６６の電極部材８７Ｂと振動子ユニット２の第２の接点部材１３２との
間、接点ユニット６６の電極部材８７Ｃと振動子ユニット２の第３の接点部材１３３との
間、および接点ユニット６６のＣ字状電気接点部材９６と振動子ユニット２の第４の接点
部材１３４との間がそれぞれ接続される。
【００８５】
　次に、本実施の形態の作用を説明する。本実施の形態の超音波処置装置のハンドピース
１は、図２に示すように振動子ユニット２と、プローブユニット３と、ハンドルユニット
４と、シースユニット５の４つのユニットに取外し可能になっている。そして、ハンドピ
ース１の使用時には、振動子ユニット２と、プローブユニット３との間が連結される。こ
れにより、振動子ユニット２とプローブユニット３との連結体に高周波電流が伝達される
第１の高周波電気経路１３が形成される。
【００８６】
　続いて、ハンドルユニット４と、シースユニット５との間が連結される。ハンドルユニ
ット４と、シースユニット５との連結時には、シースユニット５のつまみ部材３２を把持
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した状態で、接続管体３４がハンドルユニット４の回転伝達部材７１の内部に挿入される
。このシースユニット５とハンドルユニット４との連結時には、図３１および図３２に示
すようにハンドルユニット４側の係合レバー４３は、シースユニット５のつまみ部材３２
のガイド溝４１の傾斜面に乗り上げた状態で保持される。このとき、図１７Ａに示すよう
に導電ゴムリング９４ｂの内周面形状と、外周フランジ部３３ｂの係合部４６とが対応し
ている位置、すなわち外周フランジ部３３ｂの３つの角部４６ｂと、導電ゴムリング９４
ｂの３つの角部９４ｂ２とがそれぞれ一致している状態で保持される。そのため、シース
ユニット５の外周フランジ部３３ｂが導電ゴムリング９４ｂの内部に真っ直ぐに挿通され
る。この挿入動作時には、図１７Ａに示すように導電ゴムリング９４ｂは自然状態の非圧
縮位置で保持される。この状態では、シースユニット側電気経路４０とハンドルユニット
側電気経路９５との間は導通されていない。
【００８７】
　続いて、この挿入動作の終了後、シースユニット５のつまみ部材３２をハンドルユニッ
ト４に対して軸回り方向に回転させる操作が行われる。この操作により、図３３および図
３４に示すようにハンドルユニット４側の係合レバー４３がガイド溝４１の一端部の係合
凹部４２に挿入される状態で係合される。このとき、図１７Ｂに示すように導電ゴムリン
グ９４ｂは外周フランジ部３３ｂの３つの角部４６ｂに圧接される圧接位置に切替えられ
る。これにより、シースユニット側電気経路４０とハンドルユニット側電気経路９５との
間が導電ゴムリング９４ｂを介して導通される。この結果、シースユニット５とハンドル
ユニット４との連結体には、高周波電流が伝達される第２の高周波電気経路９７が形成さ
れる。
【００８８】
　このシースユニット５の軸回り方向の回転操作時には、同時にハンドルユニット４側の
一対の係合ピン４５がシースユニット５のガイド溝４４の終端部の係合溝４４ａに係脱可
能に係合される。これにより、ハンドルユニット４側のばね受け部材６４とシースユニッ
ト５側の接続管体３４との間が係合ピン４５を介して連結される。その結果、固定ハンド
ル４７に対して可動ハンドル４９を閉操作する際のハンドルユニット４側の操作力がシー
スユニット５側のジョー１７の駆動軸２１に伝達可能となる。この状態が、シースユニッ
ト５とハンドルユニット４との連結状態である。
【００８９】
　その後、シースユニット５とハンドルユニット４との連結体と、超音波振動子６とプロ
ーブユニット３との連結体とが合体される状態に組み付けられる。この組み付け作業時に
は、ハンドルユニット４の接点ユニット６６と、振動子ユニット２の前端部とが接続され
る。このとき、接点ユニット６６の電極部材８７Ａと振動子ユニット２の第１の接点部材
１３１との間が接続される。同時に、接点ユニット６６の電極部材８７Ｂと振動子ユニッ
ト２の第２の接点部材１３２との間、接点ユニット６６の電極部材８７Ｃと振動子ユニッ
ト２の第３の接点部材１３３との間、および接点ユニット６６のＣ字状電気接点部材９６
と振動子ユニット２の第４の接点部材１３４との間がそれぞれ接続される。これにより、
シースユニット５とハンドルユニット４との連結体の第２の高周波電気経路９７がケーブ
ル９の内部の高周波通電用の配線１０４と接続される。さらに、ケーブル９の内部の３つ
の配線１０５，１０６，１０７とスイッチ保持部５１内の配線回路基板９２とが接続され
る。この状態が、ハンドピース１の組み付け作業の終了状態である。
【００９０】
　そして、このハンドピース１の使用時には、固定ハンドル４７に対して可動ハンドル４
９を閉操作することにより、この可動ハンドル４の操作に連動して駆動軸２１を軸方向に
移動させ、この駆動軸２１の軸方向の進退動作に連動してジョー１７をプローブユニット
３のプローブ先端３ａに対して開閉駆動する。これにより、ジョー１７とプローブユニッ
ト３のプローブ先端３ａとの間に生体組織を把持する。
【００９１】
　この状態で、固定ハンドル４７の切開用スイッチボタン５４または凝固用スイッチボタ
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ン５５のいずれか一方が選択的に押し込み操作される。凝固用スイッチボタン５５の押し
込み操作時には、プローブユニット３のプローブ先端３ａに高周波電流を導通する第１の
高周波電気経路１３と、シースユニット５のジョー本体２８に高周波電流を導通する第２
の高周波電気経路９７とにそれぞれ通電される。これにより、プローブユニット３のプロ
ーブ先端３ａと、シースユニット５のジョー本体２８とによって高周波処置用の２つのバ
イポーラ電極が構成される。そして、プローブユニット３のプローブ先端３ａと、シース
ユニット５のジョー本体２８との２つのバイポーラ電極間に高周波電流を通電することに
より、ジョー１７とプローブユニット３のプローブ先端３ａとの間の生体組織に対してバ
イポーラによる高周波処置を行うことができる。
【００９２】
　切開用スイッチボタン５４の押し込み操作時には、前記高周波通電と同時に超音波振動
子６に駆動電流が通電され、超音波振動子６が駆動される。これにより、超音波振動子６
からの超音波振動を振動伝達部材１１を介してプローブ先端３ａに伝達することにより、
前記高周波通電と同時に超音波を利用して生体組織の切開、切除等の処置を行うことがで
きる。なお、超音波を利用して生体組織の凝固処置を行うこともできる。
【００９３】
　また、回動操作ノブ５０の回転操作時には、回動操作ノブ５０と一緒に回転する回転伝
達部材７１の回転動作がピン８１を介してばね受け部材６４側に伝達される。これにより
、回動操作ノブ５０の回転操作時には、回動操作ノブ５０と一緒に保持筒４８の内部の回
転伝達部材７１と、ピン８１と、ばね受け部材６４と、スライダ部材６５と、コイルばね
６７との組み付けユニットが一体的に軸回り方向に回転駆動される。さらに、保持筒４８
の内部のばね受け部材６４と一緒に回転する管状部材９８を介して回動操作ノブ５０の回
転操作力がプローブユニット３の振動伝達部材１１に伝達される。これにより、保持筒４
８の内部の組み付けユニットと、振動子ユニット２とプローブユニット３との連結体が一
緒に一体的に軸回り方向に回転駆動される。
【００９４】
　そこで、上記構成のものにあっては次の効果を奏する。すなわち、本実施の形態の超音
波処置装置のハンドピース１では、シースユニット５のガイド筒体３３の前端フランジ部
３３ａに略三角形状の係合部４６を設けている。回転伝達部材７１の内周面には導電ゴム
リング９４ｂを設けている。そして、シースユニット５とハンドルユニット４との連結時
には、シースユニット５のつまみ部材３２をハンドルユニット４に対して軸回り方向に回
転させることにより、図１７Ｂに示すように導電ゴムリング９４ｂが外周フランジ部３３
ｂの３つの角部４６ｂに圧接される圧接位置に切替えられるようにした。このように、シ
ースユニット側電気経路４０とハンドルユニット側電気経路９５との間を導電ゴムリング
９４ｂの圧接部分を介して導通させることにより、シースユニット側電気経路４０とハン
ドルユニット側電気経路９５との間の導通を安定させることができる。そのため、バイポ
ーラの高周波処置が可能なハンドピース１のハンドルユニット４とシースユニット５との
間を着脱可能な構成にした場合にシースユニット側電気経路４０とハンドルユニット側電
気経路９５との間の導通が不安定になることを防止することができる。
【００９５】
　さらに、ハンドルユニット４内に管状部材９８を設けたので、プローブユニット３とハ
ンドルユニット４との接続時に第１の高周波電気経路１３と第２の高周波電気経路９７と
の間を管状部材９８によって絶縁させることができる。プローブユニット３とハンドルユ
ニット４との接続時には、プローブユニット３のフランジ部１４の３つの係合凹部１５に
管状部材９８の３つの係合凸部９９を係脱可能に係合させる。これにより、プローブユニ
ット３とハンドルユニット４の管状部材９８との回転方向の位置が規制される。そのため
、回動操作ノブ５０の回転操作時に保持筒４８の内部の組み付けユニットと一緒にプロー
ブユニット３と振動子ユニット２との連結体が一体的に回転駆動させることができる。こ
のように管状部材９８によってプローブユニット３とハンドルユニット４の管状部材９８
との回転方向の位置規制手段を兼用させたので、ハンドルユニット４内の部品数を低減す
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ることができる。
【００９６】
　さらに、ハンドルユニット４に対してシースユニット５を着脱可能に連結したので、シ
ースユニット５の先端部のジョー１７の把持部材２９が磨耗した場合などにシースユニッ
ト５のみを交換することができる。そのため、ハンドルユニット４に対してシースユニッ
ト５が一体的に組み付けられている場合のようにハンドルユニット４とシースユニット５
との組み付け部品全体を交換する場合に比べてコストを下げることができる。
【００９７】
　本実施の形態の超音波処置装置のハンドピース１では、振動子ユニット２の後端の１本
のケーブル９の内部に、図４０に示すように超音波振動子用の２つの配線１０１、１０２
と、高周波通電用の２つの配線１０３、１０４と、スイッチ保持部５１内の配線回路基板
９２に接続される３つの配線１０５，１０６，１０７とを組み込む構成にした。そのため
、ハンドピース１に複数本のケーブルを接続する必要がないので、ハンドピース１の操作
性を高めることができる。
【００９８】
　さらに、本実施の形態では固定ハンドル４７にスイッチ保持部５１を設け、固定ハンド
ル４７に切開用スイッチボタン５４と凝固用スイッチボタン５５を内蔵させて組み込んで
いる。これら切開用スイッチボタン５４と凝固用スイッチボタン５５の接続配線はハンド
ピース１の内部に配設し、振動子ユニット２の後端の１本のケーブル９の内部に組み込ま
れた３つの配線１０５，１０６，１０７に接続させている。そのため、例えばハンドピー
ス１に切開用スイッチボタン５４と凝固用スイッチボタン５５を外付けで装着した場合の
ように切開用スイッチボタン５４と凝固用スイッチボタン５５用の接続配線がハンドピー
ス１に連結されることがない。その結果、ハンドピース１に接続される接続コード類をさ
らに少なくすることができる。

【００９９】
　図４２Ａ，４２Ｂは、第１の実施の形態の超音波処置装置のハンドルユニット４とシー
スユニット５との着脱部分の第１の変形例を示す。第１の実施の形態では、ハンドルユニ
ット４の回転伝達部材７１の内周面に導電ゴムリング９４ｂを設けている。そして、シー
スユニット５の外周フランジ部３３ｂの３つの角部４６ｂを導電ゴムリング９４ｂの３つ
の平面部９４ｂ１に当接させることにより、導電ゴムリング９４ｂを圧縮させてシースユ
ニット側電気経路４０とハンドルユニット側電気経路９５との間を導電ゴムリング９４ｂ
を介して導通させる構成を示した。本変形例は、この導電ゴムリング９４ｂに代えて３つ
の金属製の板ばね部材１１５を設けたものである。各板ばね部材１１５は、回転伝達部材
７１の内周面の周方向に等間隔で並設されている。各板ばね部材１１５間にはシースユニ
ット５の外周フランジ部３３ｂと非接触状態で保持される空間部１１６が形成されている
。
【０１００】
　そして、図４２Ａに示すように外周フランジ部３３ｂの３つの角部４６ｂが各板ばね部
材１１５間の空間部１１６とそれぞれ一致している状態では、各板ばね部材１１５は自然
状態の非圧縮位置で保持される。これに対し、ハンドルユニット４とシースユニット５と
の間をシースユニット５の中心軸の軸回り方向に相対的に回転させることにより、図４２
Ｂに示すように外周フランジ部３３ｂの３つの角部４６ｂによって各板ばね部材１１５が
圧接される圧接位置に切替えられる。このとき、各板ばね部材１１５は、外周フランジ部
３３ｂの３つの角部４６ｂに押圧されることにより、圧縮される。
【０１０１】
　本変形例では、シースユニット５とハンドルユニット４との連結時に、シースユニット
５の外周フランジ部３３ｂが回転伝達部材７１の内部に真っ直ぐに挿通される挿入動作時
（図３１および図３２参照）には、図４２Ａに示すように各板ばね部材１１５は自然状態



(18) JP 5148299 B2 2013.2.20

10

20

30

40

50

の非圧縮位置で保持される。このとき、ハンドルユニット４側の係合レバー４３は、シー
スユニット５のつまみ部材３２のガイド溝４１の傾斜面に乗り上げた状態で保持される。
その後、シースユニット５のつまみ部材３２をハンドルユニット４に対して軸回り方向に
回転させることにより、図３３および図３４に示すようにハンドルユニット４側の係合レ
バー４３がガイド溝４１の一端部の係合凹部４２に挿入される状態で係合される。このと
き、図４２Ｂに示すように各板ばね部材１１５は、外周フランジ部３３ｂの３つの角部４
６ｂに押圧されることにより、圧縮される。これにより、シースユニット側電気経路４０
とハンドルユニット側電気経路９５との間が各板ばね部材１１５を介して導通されるよう
になっている。このとき、シースユニット５とハンドルユニット４との連結体には、高周
波電流が伝達される第２の高周波電気経路９７が形成される。
【０１０２】
　したがって、本変形例でも第１の実施の形態の超音波処置装置のハンドルユニット４と
シースユニット５との着脱部分と同様の作用が得られる。
【０１０３】
　図４３は、第１の実施の形態の超音波処置装置のハンドルユニット４とシースユニット
５との着脱部分の第２の変形例を示す。本変形例は、第１の変形例の板ばね部材１１５に
代えて図４３に示す付勢部材１１７を設けたものである。この付勢部材１１７は、ゴム製
のリング１１７ａと、一対の金属接点１１７ｂとを有する。ゴム製リング１１７ａは、ほ
ぼ長円形状に形成されている。一対の金属接点１１７ｂは、ゴム製リング１１７ａの長円
の長辺部分の中央位置に離間対向配置されている。
【０１０４】
　そして、外周フランジ部３３ｂの３つの角部４６ｂが各付勢部材１１７間の空間部１１
６とそれぞれ一致している状態では、各付勢部材１１７は自然状態の非圧縮位置（図４３
の状態）で保持される。外周フランジ部３３ｂの３つの角部４６ｂによって各付勢部材１
１７が圧接される圧接位置に切替えられた場合には、各付勢部材１１７は、外周フランジ
部３３ｂの３つの角部４６ｂにゴム製リング１１７ａの長円の長辺の中央部分が押圧され
ることにより、圧縮される。このとき、一対の金属接点１１７ｂ間が接触される。
【０１０５】
　したがって、本変形例でも第１の実施の形態の超音波処置装置のハンドルユニット４と
シースユニット５との着脱部分と同様の作用が得られる。
【０１０６】
　また、図４４乃至図４６は本発明の第２の実施の形態の超音波処置装置のハンドピース
１の要部構成を示す。第１の実施の形態（図１乃至図４１参照）では、プローブユニット
３とハンドルユニット４との接続時に第１の高周波電気経路１３と第２の高周波電気経路
９７との間を絶縁させる管状部材９８をハンドルユニット４に組み込んだ構成を示した。
【０１０７】
　本実施の形態は、第１の実施の形態の管状部材９８に相当する絶縁材料製の管状部材１
４１をシースユニット５側に設けたものである。すなわち、本実施の形態ではシースユニ
ット５のシース本体１６の基端部に設けられている着脱機構部３１の接続管体３４と絶縁
材料製の管状部材１４１とが連結された状態で一体的に形成されている。管状部材１４１
の基端部にはハンドルユニット４側の後述する係合ピン４５が係脱可能に係合される２つ
のガイド溝４４（図１２、１３を参照）を有する。
【０１０８】
　管状部材１４１の内周面には、プローブユニット３のフランジ部１４の３つの係合凹部
１５（図３７参照）と対応する３つの係合凸部９９（図２１参照）が形成されている。プ
ローブユニット３とハンドルユニット４との接続時には、プローブユニット３のフランジ
部１４の３つの係合凹部１５にシースユニット５の管状部材１４１の３つの係合凸部９９
が係脱可能に係合される。これにより、プローブユニット３とシースユニット５の管状部
材１４１との回転方向の位置が規制される。そのため、回動操作ノブ５０の回転操作時に
は保持筒４８の内部の組み付けユニットと一緒にプローブユニット３と振動子ユニット２
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との連結体が一体的に回転駆動されるようになっている。
【０１０９】
　なお、この変更部分以外の構成は、第１の実施の形態とほぼ同一である。そのため、図
４４乃至図４６中で、第１の実施の形態と同一部分には同一の符号を付してその説明を省
略する。
【０１１０】
　そこで、本実施の形態では、シースユニット５側に管状部材１４１を設けている。その
ため、回動操作ノブ５０の回転操作時に保持筒４８の内部の組み付けユニットと一緒にプ
ローブユニット３と振動子ユニット２との連結体が一体的に回転駆動される際に、管状部
材１４１におけるプローブユニット３との係合部分が破損した場合に管状部材１４１を安
価なシースユニット５と一緒に交換することができる。その結果、管状部材１４１の破損
時に、高価なハンドルユニット４を交換する必要がないので、ハンドピース１の修理を安
価に行うことができる。
【０１１１】
　さらに、シースユニット５側に管状部材１４１を設けることにより、シースユニット５
の接続管体３４と絶縁材料製の管状部材１４１とを一体的に形成することができる。その
ため、ハンドルユニット４の内部の構成部品点数を第１の実施の形態よりも少なくするこ
とができるので、ハンドルユニット４の保持筒４８の内部構成を簡素化することができる
。その結果、ハンドルユニット４の保持筒４８全体の軸方向の長さを第１の実施の形態よ
りも短くすることができ、ハンドピース１全体の小型化を図ることができる。
【０１１２】
　なお、本発明は上記実施の形態に限定されるものではなく、本発明の要旨を逸脱しない
範囲で種々変形実施できることは勿論である。
【図面の簡単な説明】
【０１１３】
【図１】本発明の第１の実施の形態の超音波処置装置の全体の概略構成を示す斜視図。
【図２】第１の実施の形態の超音波処置装置の連結部分を取り外した状態を示す斜視図。
【図３Ａ】第１の実施の形態の超音波処置装置のシースユニットの先端部分を示す平面図
。
【図３Ｂ】第１の実施の形態の超音波処置装置のプローブユニットの先端部分を示す平面
図。
【図４Ａ】第１の実施の形態の超音波処置装置のシースユニットの先端部分を示す縦断面
図。
【図４Ｂ】内筒の内周面の絶縁コーティングを示す縦断面図。
【図５】図４ＡのＶ－Ｖ線断面図。
【図６】図４ＡのＶＩ－ＶＩ線断面図。
【図７】図４ＡのＶＩＩ－ＶＩＩ線断面図。
【図８】第１の実施の形態の超音波処置装置のシースユニットの基端部分を示す縦断面図
。
【図９Ａ】図８のＩＸＡ－ＩＸＡ線断面図。
【図９Ｂ】図８のＩＸＢ－ＩＸＢ線断面図。
【図１０】図８のＸ－Ｘ線断面図。
【図１１】図８のＸＩ－ＸＩ線断面図。
【図１２】第１の実施の形態の超音波処置装置のシースユニットの接続管体を示す斜視図
。
【図１３】第１の実施の形態の超音波処置装置のシースユニットの接続管体を示す側面図
。
【図１４】第１の実施の形態の超音波処置装置のハンドルユニットと振動子ユニットとの
連結状態を示す側面図。
【図１５】第１の実施の形態の超音波処置装置のユニット連結部分を示す縦断面図。
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【図１６】第１の実施の形態の超音波処置装置のハンドルユニットの内部構成を示す縦断
面図。
【図１７Ａ】第１の実施の形態の超音波処置装置のハンドルユニットとシースユニットと
の係合前の状態を示す図１６の１７－１７線断面図。
【図１７Ｂ】第１の実施の形態の超音波処置装置のハンドルユニットとシースユニットと
の係合後の状態を示す図１６の１７－１７線断面図。
【図１８】図１６の１８－１８線断面図。
【図１９】図１６の１９－１９線断面図。
【図２０】図１６の２０－２０線断面図。
【図２１】図１６の２１－２１線断面図。
【図２２】図１６の２２－２２線断面図。
【図２３】図１６の２３－２３線断面図。
【図２４】図１６の２４－２４線断面図。
【図２５】図１６の２５－２５線断面図。
【図２６】第１の実施の形態の超音波処置装置の電極保持部材を示す斜視図。
【図２７】第１の実施の形態の超音波処置装置の電極保持部材を示す正面図。
【図２８】第１の実施の形態の超音波処置装置の電極保持部材を示す側面図。
【図２９】第１の実施の形態の超音波処置装置の電極部材を示す斜視図。
【図３０】第１の実施の形態の超音波処置装置の電極部材を示す横断面図。
【図３１】第１の実施の形態の超音波処置装置のハンドルユニットとシースユニットとの
連結時の回転係合前の状態を示す斜視図。
【図３２】第１の実施の形態の超音波処置装置のハンドルユニットとシースユニットとの
連結時の回転係合前の状態を示す平面図。
【図３３】第１の実施の形態の超音波処置装置のハンドルユニットとシースユニットとの
連結時の回転係合後の状態を示す斜視図。
【図３４】第１の実施の形態の超音波処置装置のハンドルユニットとシースユニットとの
連結時の回転係合後の状態を示す平面図。
【図３５】第１の実施の形態の超音波処置装置のハンドルユニットの固定ハンドルのベー
ス部材に組み付け部材を組み付ける前の状態を示す側面図。
【図３６】第１の実施の形態の超音波処置装置のプローブユニットを示す平面図。
【図３７】図３６の３７－３７線断面図。
【図３８】第１の実施の形態の超音波処置装置の振動子ユニットとケーブルとの連結状態
を示す平面図。
【図３９】第１の実施の形態の超音波処置装置の振動子ユニットケーブルの基端部を示す
平面図。
【図４０】第１の実施の形態の超音波処置装置の振動子ユニットの電気経路を示す概略構
成図。
【図４１】第１の実施の形態の超音波処置装置の振動子ユニットの前端部の内部構成を示
す縦断面図。
【図４２Ａ】第１の実施の形態の超音波処置装置のハンドルユニットとシースユニットと
の着脱部分の第１の変形例による板ばね部材の変形前の状態を示す横断面図。
【図４２Ｂ】同変形例の板ばね部材の変形後の状態を示す横断面図。
【図４３】第１の実施の形態の超音波処置装置のハンドルユニットとシースユニットとの
着脱部分の第２の変形例の付勢部材を示す横断面図。
【図４４】本発明の第２の実施の形態の超音波処置装置のハンドルユニットと振動子ユニ
ットとの連結状態を示す側面図。
【図４５】第２の実施の形態の超音波処置装置のハンドルユニットの内部構成を示す縦断
面図。
【図４６】第２の実施の形態の超音波処置装置のハンドルユニットの内部の電気経路の接
続状態を示す縦断面図。
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【符号の説明】
【０１１４】
　　４…ハンドルユニット（ハンドル部）、５…シースユニット（シース部）、３３ｂ…
外周フランジ部、４０…シースユニット側電気経路、４６…係合部、９４ｂ…導電ゴムリ
ング（付勢手段）、９５…ハンドルユニット側電気経路、９７…高周波電気経路。

【図１】 【図２】
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